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サービス業におけるサービス価値向上戦略
廣田俊郎
I 序
経済社会構造の変化に伴い，製造業とサービス業の比率について，後者
の持つ比重がますます高まってきている。そのような動きは，エレクトロ
ニック・コマースの隆盛などにも見られるように，情報化という動きとも
連動している。そのようなサービス化への動きが見られる中で，サービス
業各社がサービス価値を向上させるべ<'サービス改善，新サービス開発
を行おうとする動きが顕著となってきている。すなわち，経済社会構造の
変化に伴って，従来と同じサービスを提供するのではなく，現在新たに生
じてきたニーズに適合するようなサービス価値を提供することがますます
必要とされるようになってきているのである。言い換えれば，サービス業
におけるサービス価値イノベーションの実現が非常に重要な課題となって
きている。ただし，サービス業において，そのようなサービス価値イノベ
ーションを実現するには，企業の側でのサービス能力を高めていく必要が
あり，顧客ニーズをより適切にとらえていく必要もある。本論は，サービ
ス業に属する企業が， どのような方法を通じて，そのサービス価値を向上
させようとしているのかを検討しようとするものである。すなわち，全社
的組織・委員会の設躍，各種組織メンバーの間の様々な情報交換，物的設
備の充実などの諸方策をどのように活用しているのかを検討したい。ただ
し，ある組織において重要視されているサービス能力がどのようなもので
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あるのかに応じて，サービス価値向上戦略の内容も異なったものになって
くるであろう。本論においては，そのような関連性についても解明を図り
たい。
I 論点展開の枠組みと研究方法
本論は，次に示すような論点展開の枠組みを想定している。まず，サー
ピス業各社を取り巻く経営環境の変化があると考える。それとともにサー
ビス業各社において重視されているサービス能力というものがあるとも考
える。その両者をふまえて，各社は，サービス価値を向上させるための戦
略に取り組んでいると考えたいのである I)。サーピス業各社がこのような
取り組みを行っているのは，もしサービス価値を向上できないときには，
激化した競争のもとで満足な経営成果が得られないからである。
このような論点展開の枠組みにしたがって分析を進めていくときのデー
経営環境
顧客ニーズ変化
技術変化
規制変化
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1)ヘスケット (1997) において，戦略的なサービスビジョンを，従業員に示すこと
により，従業員の満足が得られ，そのことにもとづくコミットメントによって顧客
の満足が得られ，そのことによって企業の収益が得られるというサービスープロフ
ィット連鎖が提案されている。本論では，ヘスケット (1997)のように，あらかじ
め種々の関連のあり方を前提にしながら議論を進めるのではなく，より発見的にサ
ーピス価値を向上させる方法は何であるのかを解明しようとするものである。
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タとしては，筆者が1994年2月に日本のサービス業に属する大企業261社に
対して実施した質問調査票調査によって得られたものを利用することにし
t, 
~o 
その際，質問票送付対象企業としては，各サービス業種から売上高上位
の会社を選んだ。各業種毎に送付企業数を定めたが，ただしその他サーピ
ス業（狭義のサービス業）に対する調査を一つの重点としたいという観点
から，その他サービスに属する企業への送付数が比較的大となっており，
そのためこの業種分野に属する企業の売上規模は他の業種分野に比して小
となっている。回答企業の内訳やその他の詳細は，廣田 (2001)において
明らかにしているので叫ここでは再録を避けることとする。
I サービス価値向上戦略が必要とされる背景
1 • サービス改善を図る理由
サービス業各社は，今日ますます厳しくなった競争状況をふまえて，サ
ービス改善や新サービス開発へ取り組んでいる。筆者が実施したアンケー
ト調査において，サービス改普を図る理由として，表 1に示した諸項目を
あげ，それぞれの重要性を評価してもらった。その結果，業界の競争激化
に対応するため，他社との差別化の必要性のため，顧客要求が厳しくなっ
たから，などがサービス改善の背後にある中心的な理由であった。ただし，
新技術が利用できるようになったからとか，サービス規模の拡大に伴う自
動化の進展のためという理山は，サービス改善の必要性の理由としてはか
なり低い評価しか与えられていないことがわかった。このように技術面で
の可能性をもとにサービス改善に取り組むと言う側面はあまり強いもので
はないようであった。すなわち，サービス改善を必要とさせているのは，
技術革新の進展のためというよりも，市場競争の剌激によるものであるこ
2)廣田俊郎「サーピス産業における業界競争状況と経営環境諸動向との関連」『関西
大学面学論集』第45巻，第6号， 2001年， pp.41-43参照。
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表1 サーピス改善を図る理由
サービス改善を図る理由 評価点
業界の競争激化のため 4.3 
収益性の低下に対処するため 4.1 
マーケット・シェアの維持のため 4.1 
コスト・ダウンの必要性のため 3.6 
他社との差別化の必要性 4.3 
顧客要求が厳しくなったから 4.2 
新技術が適用できるようになったから 3.3 
サービス規模の拡大に伴う自動化の進展のため 3.1 
1=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
とが多いということである。言いかえれば，サービス価値向上戦略は，テ
クノロジー・プッシュにもとづくと言うよりもデマンド・プルにもとづい
て企てられていると考えられるのである。
なお，業種毎にサービス価値改善に取り組んだ理由を検討したものが表
表2 業種毎のサービス改善の理由
~ サービス改善 業界の競 収益性の マー ケット コストダ 他社との差別 顧客要求
争激化の 低下に対 •シェアの ウンの必 化の必要性 が厳しく
ため 処するため 維持のため 要性のため なったから
卸売（商社） 4.2 4.0 4.2 3.8 4.2 4.2 
小売（百貨店） 4.3 4.3 3.8 3.0 4.3 4.0 
小売（スー パー ） 4.8 4.2 4.0 3.2 4.5 4.3 
銀行 4.0 3.5 4.3 3.0 4.5 4.0 
その他金融 4.5 3.5 4.5 3.5 5.0 4.0 
保険 5.0 3.8 4.8 3.0 4.3 4.3 
証券 5.0 5.0 5.0 4.0 4.5 4.0 
不動産 5.0 3.0 3.0 4.0 4.0 3.0 
海運 5.0 4.7 4.7 5.0 4.7 4.0 
鉄道 3.4 3.6 3.1 3.0 3.5 4.0 
陸運（宅配） 4.8 4.0 4.8 3.0 4.8 4.6 
空運 4.0 4.5 4.5 4.0 4.5 3.5 
倉庫・運輸 4.0 4.5 4.0 4.5 4.5 4.0 
放送・通信 5.0 4.5 4.0 4.5 4.0 5.0 
電力 2.0 3.0 1.5 4.0 1.5 4.0 
ガス 4.0 3.0 4.0 2.7 3.3 3.7 
その他サー ビス 4.6 4.6 4.4 4.4 4.9 4.5 ． ． ． ••• F値 2.30 1.22 2.62 1.83 3.65 0.60 
* p<0.1 * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
1=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
新可技能衛にがな適っ用た サー ビス規伴模うの拡大に
から 自動化のため
3.5 3.3 
2.5 2.7 
4.0 3.7 
3.0 2.8 
4.5 4.5 
3.3 3.0 
4.5 3.5 
2.0 2.0 
4.0 3.7 
2.9 3.3 
2.6 2.4 
2.5 2.0 
3.5 4.5 
5.0 3.5 
3.5 2.0 
3.3 4.0 
3.1 3.1 
1.56 1.19 
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2である。その表から，新技術が利用できるようになったからサービス改
善に取り組むと言う側面をかなり高く評価していた業種として，卸売り，
小売り，その他金融，証券，海運，倉庫・運輸，放送・通信，などがあること
がわかった。これらの業種は設備集約的な業種であり，そのような業種で
は，新技術が適用できるようになったと言う理由をもとにサービス改善を
図るという側面がかなり一般的に見られると思われる。ただし，これらの
部門は，競争の激しい部門でもあり，そのような競争の激しさが新技術の
適用を行うことの必要性をより高いものとしていたとも考えられる。
2. 新サービス開発を図る理由
次にサービス業各社が新サービス開発に取り組む背景を探るため，新サ
ービス開発を行おうとする理由として表3で示した諸側面がどの程度重要
なものであると評価しているかを答えてもらった。回答の結果は，未充足
の顧客ニーズを満たすため，企業成長達成のため，収益性の改善のため，
企業イメージの向上のため，などが新サービス開発の必要性の理由として
重視されていることが分かった。このように重視されている理由の第 1の
側面は，未充足の顧客ニーズを満たすためとか，企業イメージの向上のた
めといった顧客に対するアピールをより増すためになされているというこ
とである。また第2の側面とは，企業成長の達成のためとか，収益性の改
善のためというように企業にとっての成果の改善をめざしてなされている
表 3 新サービス開発を図る理由
新サービス開発を図る理由 評価点
余剰能力の利用のため 2.3 
未充足の顧客ニーズを満たすため 4.2 
企業成長達成のため 4.4 
収益性の改善のため 4.0 
他事業とのシナジーを生み出すため 3.2 
企業イメージの向上のため 3.8 
新技術が適用できるようになったから 3.2 
収益低下に対処するため 3.6 
1=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
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ということである。
ここで業種毎の新サービス開発の理由を示したものが表4である。未充
足の顧客ニーズを満たすためという側面をかなり高く評価していた業種と
しては，小売り（スーパー）， fi,.Jc-G乃他金融，証券などの金融業，陸運（宅
配），放送・通信などがあることが分かった。これらの業種については規制
緩和も進行しており，それに伴って従来は対応することができなかった顧
客ニーズの充足をめざして新サービス開発が試みられていると言えよう。
企業成長達成のためという側面を重視していた業種は上記の業種とほぽ
一致しており，規制緩和や情報化に伴って可能となってきている新サービ
ス開発を企業成長達成のチャンスと考えているように思われた。また，新
技術が適用できるようにという側面を重視していた業種には，その他金融
と空運があった。これらの業種は，情報システムの導入により，新サービ
表4 業種毎の新サービス開発の理由
文業種 余剰能力 未充足の願客 企業成成長 収益性の 他事業とのシの利用の ニー ズを満た 達のた 改善のた ナジー を生みため すため め め だすため
卸売（商社） 2.8 3.3 4.2 4.0 3.5 
小売（百貨店） 2.5 3.8 4.0 3.3 3.0 
小売（スー パー ） 1.5 4.7 4.7 4.0 3.0 
銀行 2.0 4.5 4.5 4.0 3.0 
その他金融 1.0 4.5 5.0 3.5 4.0 
保険 3.5 4.8 4.3 2.5 1.8 
証券 1.3 5.0 4.0 4.0 3.0 
海運 2.7 4.3 4.3 4.7 3.0 
鉄道 2.3 4.0 3.8 3.9 4.0 
陸運（宅配） 2.2 4.8 4.6 3.4 3.4 
空運 2.0 5.0 5.0 5.0 3.0 
倉庫・運輸 2.0 3.5 4.0 4.5 4.0 
放送・通信 2.5 5.0 5.0 4.0 1.0 
電力 1.5 3.5 3.0 4.5 2.0 
ガス 2.7 4.0 4.3 3.7 3.0 
その他サービス 2.5 4.0 4.9 4.6 3.6 
•• ••• ＊＊ ． F値 1.99 2.03 2.95 1.84 1.24 
* p<O.l * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
l=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
企業イメ
ージの向
上のため
3.3 
2.8 
3.8 
3.5 
4.0 
4.2 
2.0 
3.7 
4.3 
3.6 
5.0 
2.5 
5.0 
3.0 
3.3 
4.5 
••• 
5.67 
新可技能術にがな適っ用た 収益低下に対処す
から るため
3.7 3.8 
2.5 3.0 
3.2 3.2 
2.8 3.5 
4.5 4.0 
3.3 2.3 
3.0 3.5 
4.0 4.0 
3.1 3.6 
2.6 3.0 
4.5 5.0 
3.5 4.0 
3.0 3.0 
3.5 3.0 
3.7 3.3 
3.1 4.4 
1.27 1.53 
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ス開発の可能性を切り開こうとしているように思われた。
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IV サービス改善と新サービス開発のための組織的方策
以上のような意図と理由のもとにサービス業各社は，サービス改善や新
サービス開発を図ることを通じてサービス価値の向上を図ろうとしている
と言えるが，ここでは， どのような組織的方策によって，サービス価値の
向上を図ろうとしているのかの検討を行いたい。
1. サービス改善を促進するための全社的組織・委員会の設置
質問調査票において，サービス改善を統括する本部または本社における
組織部門または委員会などを設置しているかどうかを聞いた。その結果，
回答企業66社中， 39社がサービス改善のための全社的組織ないし，委員会
を設置していると答えていた。設置していると答えた企業が示した組織名
または委員会名としては，業務部，業務本部，品質推進向上本部， CS推
進室，サービス向上推進委員会，業務合理化委員会，システム委員会など
があげられていた。そこで，それらの組織が，顧客へのサービス改善志向
なのか，自社のあり方改善志向なのか，そしてプロセス改善志向なのか，
成果改善志向なのかという観点からの整理を試みることにした。その結果
を示したものが図 4である。この整理は，組織名称だけにもとづくもので
あるという限界を持ってはいるが，サービス改善を促進するための全社的
組織・委員会を設置する場合の組織としてのねらいを分かりやすい形で区
分したものとなっている。その結果，このような区分を利用して，顧客サ
ービス改善志向かつ成果改善志向の場合は， CS推進室やお客様サービス
部などの外向きの組織が設置されるのに対し，自社のあり方改善志向であ
り，かつプロセス改善志向の場合は，業務推進部， 5S運動推進委員会の
ような内向きの組織が設演されると言えよう。
なお，設置された組織の分類については，それが現場主導のものである
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図2 サービス改善のための組織
顧客サービス改善志向
サービス向上推進委員会 CS推進室
営業ホットライン部 お客さまサービス部
プロセス 成果改善
改善志向 志向
業務推進部，業務本部 営業企画部
5S運動推進委員会 営業部，販売統括本部
技術管理部．標準化委員会 品質管理部
自社のありかた改善志向
のか，経営トップ主導のものであるのかという区分も考えられる。たとえ
ば，販売統括本部，常務役員会における苦情報告会，ビジョン委員会など
の組織名，委員会名は，それらが経営トップ主導のものであることを思わ
せるし， 5 S運動推進委員会などの組織名は，それが現場レベルからの改
善を推進しようと言う取り組みを示すものであるように思われる。このよ
うなことを考えると，図2で示した全社的組織・委員会の分類区分以外の
分け方も可能であることを指摘しておきたい。
2. 新サービス開発を促進するための全社的組織・委員会の設置
次に，新サービス開発を統括する本部または本社における組織部門，ま
たは委員会などを設置しているかどうか聞いた。その結果，回答企業66社
中， 30社が新サービス開発のための全社的組織ないし，委員会を設置して
いると答えていた。また，設置していると答えた企業が示した組織名また
は委員会名としては，商品事業開発部，営業本部，開発事業部，メディア
企画部などの組織や，業務開発委員会，サービス委員会，輸送技術革新委
員会などの委員会が設置されていた。それらの組織や委員会が，サービス
革新志向なのか，自社のあり方革新志向なのか，あるいはプロセス革新志
向なのか，成果革新志向なのかという観点からの全社的組織・委員会の区
分の整理を行ったものが図 3である。
プロセス
革新志向
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図3 新サービス開発のための組織
顧客サー ビス革新志向
サー ビス委員会
業務開発委員会，業務本部
技術研究所．輸送技術革新
委員会．開発技術部
I 
I 
CS推進担当チーム
商品企画室
メデイア企画局
営業本部
商品事業本部
自社のありかた革新志向
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成果革新
志向
V サービス改善と新サービス開発のための具体的行動方策
1 • サーピス改善を促進するための行動方策
サービス改善のための全社的組織・委員会の設置の有無だけではなく，
サービス改善を具体的に生みだすための行動方策についても質問調査票に
おいて尋ねた。サービス改善については，まず組織内部からアイデアが示
される場合として， トップの提案・指示，従業員の提案・エ夫などがある
と考えられる。また組織外部からアイデアを示される場合としては，顧客
の要望への対応，規制の変更への対応などがあると考えられる。また，サ
ービス改善を行うときの着眼点として，設備・機器の導入， TQCへの取り
組み，新情報システムの導入・開発などのものがあると考えられる。以上
のように，組織内の誰から影響されているのか，また組織外部のどのよう
な層から影響されているのか，またサービス改善に取り組むときの着眼点
はどのようなものであるかなどの行動方策の有効性について聞いたのであ
る。その回答結果を表5に示しているが，それを見ると，最も高く評価さ
れている行動方策は，顧客の要望への対応というもので，そのほかトップ
の提案・指示，従業員の提案・工夫などがサーピス改善の生みだし方の基
本的行動方策であるようであった。なお，設備・機器の導入，新情報シス
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表 5 サービス改善を生み出すための具体的行動方策
サービス改善具体的行動方策 評価点
トップの提案・指示 4.0 
顧客の要望への対応 4.3 
従業員の提案・エ夫 4.1 
設備・機器の導入 3.6 
規制の変更への対応 3.4 
新情報システムの導入・開発 3.7 
TQCへの取り組み 3.3 
表 6 業種毎サービス改善の具体的行動方策こサー ピス改善0)
トップの提 顧客の要望ヘ 従業員の提 設備・機器(})規制の変更へ
案・指示 の対応 案・エ夫 i/l入 の対応
卸売（商社） 4.0 4.4 4.4 3.8 3.0 
小売（百貨店） 3.5 4.0 3.5 3.0 3.5 
小売（スー パー ） 4.5 4.8 4.3 3.5 4.0 
銀行 3.8 3.8 4.0 3.5 3.8 
その他金融 3.0 4.5 4.5 4.0 3.5 
保険 4.3 5.0 4.0 3.3 4.0 
証券 3.5 2.5 3.0 3.0 3.0 
不動産 5.0 4.0 3.0 1.0 3.0 
海運 4.0 4.3 4.3 4.0 4.0 
鉄道 4.4 4.0 3.9 4.1 3.6 
陸運（宅配） 4.2 4.6 4.2 4.0 4.0 
空運 5.0 5.0 4.5 3.5 2.0 
倉庫・運輸 3.5 4.0 3.5 4.0 2.5 
放送・通信 3.0 4.5 4.5 3.0 2.5 
電力 2.5 4.0 3.5 3.5 3.5 
ガス 3.7 4.3 3.7 3.7 3.0 
その他サー ビス 4.0 4.4 4.4 3.7 2.9 ． 
F値 1.36 1.31 1.05 1.63 1.20 
* p<O.l * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
l=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
TQCへの
取組み
3.0 
3.0 
3.3 
3.3 
3.5 
2.5 
2.5 
1.0 
3.7 
3.4 
4.0 
2.0 
2.5 
4.0 
3.0 
3.7 
3.7 
1.41 
新梢報システ
ムの司入•開発
4.4 
3.5 
3.6 
3.5 
4.5 
4.0 
3.0 
1.0 
3.3 
3.3 
4.4 
3.5 
2.5 
3.0 
3.5 
4.3 
3.9 
＊＊ 
2.15 
テムの導入・開発などの有効性についてもかなり高い評価点が示されてい
たが，それらの方策よりも，顧客の要望への対応やトップの提案・指示，
従業員の提案・エ夫の方がより有効性が高いと見なされていたと言えよう。
なお，業種毎のサービス改善の生みだし方の評価点を示したものが表6
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である。その表から，顧客の要望への対応とか規制の変更への対応という
組織外部対応を重視している業種として，小売り（スーパー），海運，陸運
（宅配）などがあるように思われた。それに対して， トップの提案・指示
や従業員の提案・エ夫などの組織内部的対応を重視している業種としては，
卸売り（商社），鉄道，空運などがあるように思われた。また新情報システ
ムの導入などを重視していた業種としては，その他金融，陸運（宅配）な
どがあることが分かった。
2. 新サービス開発を生み出すための具体的行動方策
また，新サービス開発を生み出すための具体的行動方策としては， トッ
プの提案・指示，顧客の要望への対応，従業員の提案・工夫，設備・機器
の導入，規制の変更への対応，新情報システムの導入・開発，ニーズ情報
収集・調査，網羅的なニーズ情報収集・調査，現サービスで得られたサー
ビス能力を有効に活用するか，などの方法についての評価を聞いた。項目
としては，サービス改善の方法と共通なものとしては， トップの提案・指
示，顧客の要望への対応，従業員の提案・工夫，設備・機器の導入，規制
の変更への対応などがあった。さらに，ニーズ情報収集・調査，現サービ
ス能力を活用という方策も新たに加えた。その結果，顧客の要望への対応，
トップの提案・指示，従業員の提案・エ夫，ニーズの収集・調査などの方
法に加え，ニーズ情報収集，現サーピスで得られたサービス能力を活用，
などの方法が新サービスの開始に当たって効果的であると見なされている
ようであった。その結果は，表7に示されるようなものである。また表8
において，業種毎の新サービス開発の生み出し方の評価点を示している。
新サーピス開発の具体的行動方策として。顧客の要望への対応や規制変
更への対応という組織外部対応をしている業種としては，小売り（スーパ
ー），その他金融，陸運（宅配）などがあり叫これらの業種については，
3)銀行．電力などの業種は．質問調査票調査当時 (1994年）においては．かなりの程
度．各種規制によって経営行動が制約されていた面があった。そのことのため．こ
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表7 新サービス開発を生み出すための具体的行動方策
サービス改善具体的行動方策 評価点
トップの提案・指示 4.0 
顧客の要望への対応 4.3 
従業員の提案・エ夫 4.0 
設備・機器の導入 3.6 
規制の変更への対応 3.4 
新情報システムの導入・開発 3.6 
ニーズ情報収集・調査 4.0 
現サービスのサービス能力を活用 4.0 
l=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
表8 業種毎の新サーピス開発具体的行動方策
｀ 業種 トップの 願客の要 従業員の 設備・機器 規制の変更へ 新情報システ ニーズ情提案・指示 望への対 提案・エ夫 の尊入 の対応 ムの導入・開応 発卸売（商社） 3.6 4.4 4.4 4.0 2.6 
小売（百貨店） 3.8 4.0 3.5 3.3 3.8 
小売（スー パー ） 4.5 4.8 4.3 3.3 3.8 
銀行 3.5 4.0 4.0 3.0 3.3 
その他金融 3.0 4.5 3.5 3.5 4.0 
保険 4.3 5.0 3.8 3.3 4.5 
証券 3.5 3.0 3.0 3.0 3.0 
不動産 4.0 3.0 3.0 3.0 3.0 
海運 4.0 4.3 4.3 4.0 4.0 
鉄道 4.3 3.8 3.9 4.4 3.8 
陸運（宅配） 4.6 4.8 4.2 3.8 4.2 
空運 5.0 4.0 5.0 4.5 2.5 
倉庫・運輸 4.0 4.0 3.5 3.5 2.5 
放送・通信 3.0 4.0 3.5 3.0 3.0 
電力 2.5 3.5 3.0 3.0 3.0 
ガス 3.7 4.3 3.3 3.7 3.3 
その他サー ビス 4.1 4.4 4.3 3.7 2.9 
＊ 
F値 1.27 1.12 1.30 1.02 1. 72 
* p<0.1 * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
1 =非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
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報収集・調
査
4.4 
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4.5 
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4.0 
4.3 
3.7 
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3.0 
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4.2 
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現サービスで
得られたサー
ピス能力活用
3.8 
4.3 
3.8 
4.0 
4.8 
3.0 
3.0 
4.3 
3.5 
4.4 
3.5 
3.5 
5.0 
2.5 
3.3 
4.1 
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れらの業種については，規制の変更への対応にもとづいて新サービス開発を行うと
いう側面についての評価点が低くなっていたものと思われる。もし， 2002年現在で，
調査を再び行えば，当時と異なった回答が得られる可能性は大いにあると思われる。
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ニーズ情報の収集・調査という行動方策も重視されていた。他方，小売り
（スーパー），海運，陸運（宅配），空運，などでは， トップの提案・指示
や，従業員の提案・エ夫などの組織内部的対応を重視しているように思わ
れた。
VI サービス業におけるサービス価値向上戦略
1 • サービス産業における重要能カプロフィール
以上見てきたように，サービス業各社においては様々な方法を通じてサ
ービス改善を行ったり，新サービス開発を行ったりするよう取り組んでい
る。ここでは，具体的にサーピス価値向上を行うための取り組みにはどの
ようなものがあるのかを論じたい。ただし，そのようなサービス価値向上
戦略の内容は，当該サービス業において重要な能力が何であるのかに依存
すると思われるので，まずサービス業における重要な能力にはどのような
ものがあるのかをまず確認しておきたい。ところで，そのようなサービス
業における重要な能力の特徴を把握するにあたって， H.I.アンソフが製造
業企業について必要とされる様々な能力のリストを示すために用いた能力
プロフィールという概念に注目することにした丸
すなわち，アンソフの製造業についての能カプロフィールのカテゴリー
には，施設及ぴ設備（モノ），人的技能（ヒト），組織的能力と管理的能力
（情報的資源）などがあり，これらについて全般管理および財務，研究開
発，オペレーション（生産），マーケティングなどの職能領域についてどの
ような内容の能力を持ち，どのような水準の能力を持っているのかが表に
4)アンソフ (1969)の第5章は，「シナジーと能カプロフィール」と題され，企業の
製品一市場戦略を考えるときの主要なテーマがシナジーの探求と能カプロフィール
の評価であることを明らかにしている。シナジーとはいうまでもなく相乗効果のこ
とであり．販売シナジー，生産シナジー，投資シナジー．マネジメント・シナジ一
などがある。このような種々のシナジーをまとめて取り扱えるように．企業の能力
を評価するための表にまとめたものが能カプロフィールである。
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まとめられた5)0 
サービス業各社がサービス提供を行うにあたっても，製造業各社と同様
に，一連の能力を必要とすると思われるので，サービス業についてもサー
ビス業に固有な能カプロフィールを考えることもできると思われた。ここ
では，このようなアンソフの枠組みには，必ずしもこだわることなく，サ
ーピス産業において重要と思われる能力をリストアップしたものが表9の
リストである。そこで示された諸項目がどの程度童要性を持つと思うかに
ついての評価を囮答企業に聞いた。すなわち，企業イメージ・商品イメー
ジ，新技術を有効に活用する力，市場動向・ニーズに対応したサービス開
発力，高度なサービス提供システム，柔軟な顧客対応力，チャレンジ1本質，
コストダウン能力，設備の保全・運用能力，サービスエ程の工業化能力，
表 9 サーピス業における重要能力
サービス業における重要能力 評価点
企業イメージ・商品イメージ 4.3 
新技術を有効に活用するカ 3.7 
市場動向・ニーズに対応したサービス開発力 4.5 
高度なサービス提供システム 4.0 
柔軟な顧客対応力 4.5 
チャレンジ体質 4.3 
コストダウン能力 4.2 
設備の保全・運用能力 3.8 
サービス工程の工業化能力 2.9 
サービス拠点の立地条件 3.9 
人材育成カ 4.5 
優秀なマネージャー 4.5 
情報収集カ 4.3 
情報ネットワーク・情報システム 4.3 
顧客の参加を促す仕組み 3.5 
政府関係機関との関係 3.5 
l=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
5)なお，アンソフ (1969)においては，通常経営資源として，強調されるものの一
つである財務能力（カネ）は，企業の資源のカテゴリーの一つとして取り上げるの
ではなく，むしろ全般管理と財務という企業の職能領域に関わるものとして位置づ
けられている。
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サービス拠点の立地条件，人材育成力，優秀なマネジャー，情報収集力，
情報ネットワーク・情報システム，顧客の参加を促す仕組み，政府関係機
関との関係などについてである。その結果，高い評価を得ていたのは，市
場動向・ニーズに対応したサーピス開発力，柔軟な顧客対応力，人材育成
カ，優秀なマネージャー，情報収集力，企業イメージ，商品イメージなど
であることが分かった。他方，設備の保全・運用能力，サービス工程のエ
業化能力などはサービス能力としての重要性に関しては低い評価しか受け
ていないことがわかった。
ただし，以上の能力評価分析はあまりにも多数の項目をとりあげている
ため，サービス産業における重要サービス能力がどのようなものであるの
かについての基本構造を明確にし得ていないという問題があると思われ
る。そこで以上の諸能力の重要性についての評価スコアを用いて因子分析
を行い，多数の能力項目をより少数の基本能力側面に統合してとらえるこ
とにした。
そのような因子分析の結果は表10に示されるようなものである。その分
析を見ると，アンソフの施設能力と人的技能を統合したものとして，経営
インフラ維持整備力があげられ，情報能力的なものとしては，情報力，サ
ービス能力変革力，顧客ニーズ対応能力があげられているように思われた。
製造業においては，ヒトやモノなどの経営資源の重要性が強調されるが，
表10 重要サービス能力の因子
因子名 関連変数（ ）内は因子負荷 固有値（％）
情報カ
情報収集力(.911),情報ネットワーク・情報システム 5.200 
(.861) (32.5%) 
サービス
サービス工程の工業化能力(.790), 新技術を有効に活用
2.173 
能力変革力
する力(.770), 顧客の参加を促す仕組み(.700), コスト
(13.6%) 
ダウン能力(.546)
経営インフラ サービス拠点の立地条件(.692), 設備の保全・運用能力 1.648 
維持整備力 (.677), 優秀な管理者(.674),人材育成力(.627) (10.3%) 
顧客ニーズ 市場動向・ニーズに対応したサーピス開発力(.794), 柔 1.316 
対応能力 軟な顧客対応力(.692),政府関係機関との関係(-.635) (8.2%) 
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サービス産業では第1因子として情報力が現れていることからも分かるよ
うに，情報的能力がきわめて重要な役割を果たすことを示しているように
思われた。
さらに，表11において，業種毎の重要サーピス能力を示すことにした。
ある能力の評価点の値がプラスの場合は，その業種において，その能力が
相対的に重視されているということを意味している。たとえば，「情報力」
が重視されている業種には，不動産，証券，放送・通信などがある。それ
に対して「サービス能力変革力」が重視されているのは，電力，商社，海
運，放送・通信などである。また「経営インフラ維持整備力」が重視され
ている業種には，陸運（宅配），その他金融，鉄道，百貨店などがある。最
後に，「顧客ニーズ対応能力」が重視されているのは，その他金融，証券，
表11 業種毎の重要サーピス能力
~重要サービ、カス 情報カ サービス 経営インフラ 顧客ニーズ能力変革カ 維持整備力 対応能力
卸売（商社） 0.6 0.6 -0.5 -0.1 
小売（百貨店） 0.5 0.3 0.4 0.5 
小売（スー パー ） -0.3 0.2 -0.2 0.5 
銀行 0.3 -0.4 -0.4 -0.1 
その他金融 -1.5 0.2 1.0 1.3 
保険 1.3 -0.5 -0.2 0.5 
証券 0.9 -1.1 0.1 1.0 
不動産 1.4 -2.0 -1.7 -0.3 
海運 -0.0 0.5 0.1 -1.1 
鉄道 -0.6 -0.5 0.6 -1.0 
陸運（宅配） -0.0 -0.7 1.1 -0.0 
空運 -0.9 0.5 -0.2 1.0 
倉庫・運輸 -0.4 -0.1 -1.1 -0.8 
放送・通信 0.8 0.5 -1.0 -0.3 
電力 -0.9 0.8 -1. 7 -0.3 
ガス -0.3 0.1 -0.5 -1.0 
その他サービス -0.2 0.4 0.2 0.5 
* ＊ . 全体平均 1.9 1.4 2.1 2.5 
* p<O.l * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
表中の数字は，各重要サービス能力因子のスコアであり，その値がプラスで
あれば．当該重要サービス能力が重視されていることを意味する。
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2. サービス価値向上戦略
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サーピス業において重要なものとされる能力が以上で示されるようなも
のであることをふまえたうえで，サービス価値を向上させる方策にはどの
ようなものがあるかということについて，以下のような区分からなる諸方
策を考えた。
1)人的資源の充実の方策
2)設備・機器の充実の方策
3) システム開発の方策
4) トップ・リーダーシップ
このような区分が考えられるのは，サービス提供を行うには，何よりも
①サービス人員がサービス提供行為を行う必要があり，②サービスに当た
っては，各種の設備・機器を用いながらサービス提供を行うこと，③それ
らの両者がシステム的に統合されている必要があり，④そのようなシステ
ム構築や運営にあたってトップ・リーダーシップの影響のもとでサービス
提供のしくみが構築され，運営されている必要があるからである。なお，
質問項目としては，以上の四つの区分のもとで，より具体的な方策をあげ，
それぞれの方策の評価点を示すように依頼した。
そのような各項目の評価スコアの平均点結果を示したものが表12であ
る。その結果を見ると，システム開発の方策というカテゴリーに属する各
方策については，相対的に低い評価しか得られていなかった。他方， トッ
プ・リーダーシップの役割については高い評価が与えられていた。この両
者の対比から言えることは，システム開発を行うということよりは， トッ
プ・リーダーシップを発揮するということの方がサービス価値の向上によ
り貢献すると見なされているということである。
また，前述のサービス業における重要能カプロフィールの分析において，
技術インフラ整備に関わる取り組みが相対的に重視されているとは言いが
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表12 サービス価値向上戦略
サービス能力の高め方
［人的資源の充実の方策］
教育プログラムの充実
サービスマニュアルの整備
企業独自のカルチャーの浸透をはかること
実力主義の処遇
［設備・機器の充実の方策］
情報システムの設備・機械の導入
通信システムの設備・機械の導入
運輸・倉庫などに関する設備・機器の導入
複写機 ・FAXなどオフィス関連の設備・機器
の導入
環境保護の観点から必要とされる設備・機器の
導入
［システム開発の方策］
顧客ニーズ動向調査情報システムの開発
関連業者との取引サポート情報システムの開発
従業員に関する情報システムの開発
企業法務に関する情報システムの開発
［トップ・リーダーシップ］
サービス改善プログラムの指示
新サービスヘの取り組みの指示
適切なビジョンの提示
スコア
3.9 
3.7 
3.4 
3.2 
3.9 
3.5 
3.1 
3.8 
3.0 
3.1 
3.2 
3.2 
2.3 
3.6 
3.8 
3.8 
スコア： 1=非常に低い， 3=中程度， 5=非常に高い。
たいことを述べたが，現状をいかにして変えていくかということについて
は，設備・機器の充実の方策がかなり有効な方法と見なされていることが
分かった。これは，設備・機器の充実の決定がトップの意思をシンボリッ
クに表現するという側面があるとともに，設備集約的な産業では，設備・
機器の充実が現実的な課題として不可避の方策であるからであろう。
次に，これらのサービス能力の高め方に関する多数項目についての因子
分析を試みた。その結果を示したものが表13である。
また表14において，業種毎のサービス価値向上戦略を示すことにした。
ある戦略方策の評価点がプラスの場合は，その業種において，そのサービ
ス価値向上戦略が相対的に重視されていることを意味している。たとえば，
「サービス価値改善努力」が重視されているのは，小売（スーパー），保険，
因子名
サービス価値
改善努力
情報システム
開発努力
設備・機器充
実策
サービス提供
能力充実策
サービス業におけるサーピス価値向上戦略（廣田）
表13 サービス能力の高め方の因子
関連変数（ ）内は因子負荷
サービス改善プログラムの指示(.901),新サービスヘの
取り組みの指示(.875),適切なビジョンの指示(.820),
企業独自のカルチャーの浸透(.668), サービスマニュア
ルの整備(.627),教育プログラムの充実(.654)
企業法務に関する情報システムの開発(.823),従業員に
関する情報システムの開発(.750), 関連業者との取引を
サポートする情報システムの開発(.687),顧客ニーズ動
向調査情報システムの開発(.514)
環境保護の観点から必要とされる設備・機器の導入
(. 797), 複写機・FAXなどオフィス関連の設備・機器の
導入(.620), 通信システムの設備・機器の導入(.552) 
サービスマニュアルの整備(.769), 実力主義の処遇
(. 754), 情報システムの設備・機器の導入(.527)
表14 業種毎のサービス価値向上戦略
(137) 137 
固有値（％）
7.171 
(44.8%) 
1.480 
(9.3%) 
1.305 
(8.2%) 
1.050 
(6.6%) 
” 
サービス価値 情報システム 設備機器 サービス提供
改善努力 開発努力 充実策 能力充実策
卸売（商社） -0.4 0.9 0.4 0.4 
小売（百貨店） -0.6 0.2 -0.5 -0.1 
小売（スーパー） 0.6 0.9 -0.1 -0.5 
銀行 -0.1 0.1 -0.8 0.5 
その他金融
保険 0.9 0.0 -0.0 0.1 
証券 -0.8 -0.3 -1.2 -0.0 
不動産 -2.3 -1. 7 -0.5 1.1 
海運 -0.1 -0.5 0.9 0.1 
鉄道 -0.4 0.2 0.4 -1.2 
陸運（宅配） 0.6 -0.3 1.3 -0.3 
空運 0.3 -0.1 1.0 0.1 
倉庫・運輸 0.0 -0.2 0.5 -0.7 
放送・通信 -0.2 -0.9 1.0 1.3 
電力 -0.6 -0.9 -0.5 -0.6 
ガス -0.4 -0.1 -0.1 0.7 
その他サービス 0.3 -0.2 -0.7 0.4 
＊＊ . 
全体平均 1.4 1.2 2.6 3.1 
* p<0.1 * * p<0.05 * * * p<0.01で有意。
表中の数字は，各サービス価値向上戦略因子のスコアであり，その値がプラス
であれば，当該サービス価値向上戦略項目が重視されていることを意味する。
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陸運（宅配）などである。それに対して，「情報システム開発努力」が重視
されていたのは商社とスーパーであった。また「設備・機器充実策」が重
視されていたのは，海運，陸運（宅配），空運などであった。また「サービ
ス提供能力充実策」が重視されていたのは，放送・通信，不動産，ガスな
どであった。
3. サーピス業における重要能力とサービス価値向上戦略との関係
以上で，サービス業各社における重要能力と，サービス価値向上戦略の
内容とを示してきたが，ここでは，サービス業における重要能力が何であ
るのかということと，サービス価値向上戦略の内容との関連を調べること
にした。そのような両者の相関を示したものが表15である。そこで見いだ
される関係としては，情報力が重視されているときには，サービス提供能
力充実策が評価されているようであった。これは，情報収集を行ったり，
情報ネットワーク，情報システムの整備を行ったりする情報力（表10参照）
が重要であると見なされているような業界では，そのような情報力を活用
したうえでの着実なサービス提供能力充実策が重視されているからだと考
えられる。また，サービス能力変革力が重視されているときには，情報シ
ステム開発努力とサービス提供能力充実策が重視されているようであっ
た。これは，サービス工程の工業化能力，新技術を有効に活用する力，顧
客の参加を促す仕組み，コストダウン能力などのサービス能力変革力（表
表15 サービス産業における重要能力とサービス価値向上戦略との相関
~ サービス価値 サービス価値 情報システム 設備・機器 サービス提供
改善努力 開発努力 充実策 能力充実策
情報カ .151 .031 .090 .362*** 
サービス能力 .052 .308** .011 .287** 変革力
経営インフラ .356*** .136 .221 -.078 維持整備力
顧客ニーズ .272** .157 -.239* -.015 対応能力
サー ビス業におけるサー ピス価値向上戦略（廣田） (139) 139 
10参照）が重視されている場合には，それらを実現するための情報システ
ム開発努力やサービス提供能力充実策が重視されることが多いからだと思
われる。
さらに，経営インフラ維持整備力が重視されているときには，サービス
価値改善努力が評価されているようであった。これは，サービス拠点の立
地条件，設備の保全・運用能力，優秀な管理者，人材育成力などの経営イ
ンフラを維持整備すること（表10参照）が重要だとされている業界におい
ては，このようなインフラ整備とともに，それを活かして具体的なサービ
ス価値の改善につなげることのできるような努力，たとえば，サービス改
善プログラムの指示，新サーピスヘの取り組みの指示，適切なビジョンの
指示などのサービス価値改善努力（表13参照）が必要であると考えられて
いるからだと思われる。さらに顧客ニーズ対応能力が重視されているとき
には，サービス価値改善努力が評価される一方，設備・機器充実策は重視
されていないことが分かった。これは，サービス業の中でも，経営インフ
ラ維持整備力を重視するタイプと，顧客ニーズ対応能力を重視するタイプ
とがあり，前者においては，設備・機器充実策がある程度重視されるのに
対して，後者では設備・機器充実策を取るよりも，既存の設備・機器を活
用しながら，サービス改善プログラムの指示，適切なビジョンの指示，企
業独自のカルチャーの浸透，サービスマニュアルの整備，教育プログラム
の充実といった「サービス価値改善努力」を重視する方が効果があると考
えられているからではないかと思われる。
v結論
以上でサービス業におけるサーピス価値向上戦略としてのサービス改善
や，新サービス開発への取り組み実態をアンケートデータをもとにして検
討してきた。まず最初に，サービス業各社がなぜサービス価値向上戦略に
取り組まざるを得なくなっているかを検討した。そのうえでサービス価値
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向上戦略のための組織的方策には，どのようなものがあるのかを検討した。
その結果として，顧客サービス志向と自社のあり方志向，プロセス志向と
成果志向という二つの対からなる種々のタイプの全社的組織・委員会が設
置されていることを見いだした。
また次にサーピス価値向上戦略のためのより具体的な行動方策にはどの
ようなものがあるかを検討した。一つには，組織外部からの要望に対応す
ることであり，二つには組織内部からの要望に対応することである。また
設備・機器を導入したり， TQCへ取り組んだり，新情報システムを導入
したりするなど，多様な取り組み方があることが分かった。 最後に，サ
ービス業において重要視されているサービス能力として，情報力，サービ
ス能力変革力，経営インフラ維持整備力，顧客ニーズ対応能力があること
を見いだし，さらにサービス価値向上戦略としては，サービス価値改善努
カ，情報システム開発努力，設備・機器充実策，サービス提供能力充実策
などがあることを見いだした。そのうえで，各サービス業種において重視
されているサービス能力のタイプと採用されるサーピス価値向上策との関
連を調べた。その結果，顧客ニーズ対応努力が重視されているときには，
むしろ設備・機器充実策が重視されないなどの傾向があることが分かった。
それは，小回りで対応するタイプのサービス業と設備・機器の充実で対応
するタイプのサービス業があると言うことを反映しているように思われ
た。
なお論点展開の枠組みにおいては，サービス価値向上戦略の展開が経営
成果の向上につながるという論点展開の流れを示していたが，この点につ
いては論ずることができなかった。この点の展開が今後の課題の一つであ
る。
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